
















































bilong Nauna）だ。……これをはじめて 10 年間、島民の暮らしは良い。私たちは、この


























（Epstein 1974:4）。独立後は、司法改正審議会（Law Reform Commission）が「慣習法開発プロ


















































第 20 条には、議会制定法が基層法（Underlying Law）としての慣習──その他、独立以前
に制定された法、イギリス型コモン・ローも基層法に含まれる（附則 2）──にもとづいて
作られるべきものであることが定められている。とくに慣習を法体系に活かすことの意





（１）慣習承認法（Customs Recognition Act:Chap.19） 
慣習承認法（以下、CRA）は、オーストラリア植民地統治時代に導入された Native Cus-

























































































に、ラパトナ地方行政議会（Rapatona LLG＝Local Level Government）７）を構成する一つの地区
（ward）である。冒頭でナウナ憲法を語った地区議員──ward member や ward councilor と呼
ばれる──は、ラパトナ地方行政議会のメンバーである。島面積 1.5 km2ほどのこの島に、
360 人 62 世帯が暮らしている（National Statistical Office 2002）。
さて、「我々の祖先が導く原理と哲学にもとづく」と付されたナウナ憲法は、英語で書か









る。ナウナ島の首長は、1 人の最高首長（Paramount Chief）と 7 人のクラン首長（Clan Chief）




長を指名せずに死んだ場合、首長評議会が 30 日以内に会議を開き、3 分の 2 以上の票をも
って、後継者を任命する（4 条）。その際の基準として、5 条では 9 つの資質が定められて







だし 3 営業日以内にそれがなされなければ、最高首長の決定は法的に有効となる（7 条）。
このように、最高首長の絶対的な権力は、首長評議会の管理や拒否権のもとで、相対化さ
れているのである。


























記 20 条）に充てなければならない（服務規程 2－h）。またそれぞれのクラン首長には、各ク



























する規定である。18 歳以上 50 歳までの成人男女は、人頭税として年 20 キナを払わなけれ
ばならない（61 条）。それに加えて、賃金労働者は給与の 2.5％をコミュニティに収めなけ
ればならないし、他州への出稼ぎ者には送金の義務がある（56 条）。また、例えば、年間あ



























































































ある。聞き取りによると（2011 年 3 月 2 日）、子どもは 4 人まで許され、5 人目以降は一人

































































































とが定められており（VCA：7 条 1）、『村落裁判マニュアル』でも判事が奇数（5 人、7 人、9







































性・正当性をはじめ、複雑な法的政治的問題が生じたと推測している（Jessep and Luluaki 1994: 201）。

























８）キナ（Kina）とはパプアニューギニアの通貨単位であり、1 キナは 100 トヤ（toea）である。2010
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